
相模原市市営住宅指定管理者選考委員会の議事概要及び選考の概要 

 

＜選考委員会の議事概要＞ 

１ 日時 

  令和５年９月２８日(木) １３時００分～１６時４５分 

 

２ 会場 

  相模原市役所第２別館３階 契約課奥会議室 

 

３ 出席者 

（１）相模原市市営住宅指定管理者選考委員会委員 ４名 

（２）事務局（都市建設局まちづくり推進部住宅課）４名 

 

４ 選考委員会の委員の構成 

（１）相模原市住宅審議会委員（委員長） １名 

（２）相模原市住宅審議会委員      １名 

（３）公認会計士            １名 

（４）市職員              １名 

 

５ 公開の可否 

  相模原市市営住宅指定管理者選考委員会設置要綱第８条により非公開とした。 

 

６ 議題 

（１）提案説明会 

（２）採点 

（３）選考委員会（意見交換） 

 

７ 議事概要 

（１）提案説明会 

  申請団体からの提案説明を受け、それに対して選考委員会委員が質疑応答を行った。 

  ア さがみはら市営住宅窓口センター 

    （主な質疑応答） 

委  員： クールスポットの提案について、光熱水費の負担は共益費での負担か。 

申請団体： 市と協議して決定するが、基本的には自社で負担する予定。 

委  員： 修繕は、内製と、外部のどちらで行うのか。 

申請団体： ほとんどは内製化を考えており、太陽光発電などの特殊なものは外部で想定

している。 

委  員： 収入申告書説明会は、オンラインで行うことは、高齢者には難しいのではな

いか 高齢者に寄り添った内容の検討はしているか。 



申請団体： 基本は対面で、オンラインの他にＤＶＤでも想定している。団地住人の年齢

構成を踏まえて会場等を検討する。 

  イ 共同企業体ウイッツ 

    （主な質疑応答） 

委  員： 過去に指定管理の経験があるということであるが、人員配置については、以

前の選任の方を想定か、それとも新規の採用を考えているのか。 

申請団体： 業務経験がある人間は３人いる 新規採用とあわせて、現指定管理者の従業

員が引き継がれることを期待している。 

委  員： 空き家修繕については、内製と外注のどちらの想定か。 

申請団体： 原則として工事は外注を考えている。 

委  員： ２４時間３６５日サポートについて入居者へどのような周知をするか。 

申請団体： チラシや冊子で周知する。 

（２）各選考委員会委員が評価基準に基づき採点を行った。 

（３）事務局から各申請団体の合計得点を伝え、選考委員会委員で意見交換を行った。 

（主な意見） 

   ・行政との連携を考えると市役所に近く中央に事務所が所在する方が便利と考えられる

のではないか。 

   ・さがみはら市営住宅窓口センターは、予算科目の区分や説明が十分でなかった。 

   ・共同企業体ウイッツは、代表者の変更、納税地の変更、指定管理業務を取りたいがた

めの作為的なものを感じた。 

※ 選考委員会は申請団体名をブラインド化しており、当日はＡ社、Ｂ社としていたが、議事

概要では申請団体の名称を使用している。 

 

＜選考の概要＞ 

１ 選考結果 

さがみはら市営住宅窓口センターを指定管理者候補団体とし、共同企業体ウイッツを指定

管理者次点候補団体とすることとした。 

 

２ 選考理由 

（１）評価基準に基づく各選考委員会委員の採点の結果、最低基準点を超え、かつ最も高い得

点を得たこと。 

（２）各評価項目において、施設設置目的に照らして適正な施設運営が行われる水準を満たし

ており、かつ、市民サービスの向上が図られるものと評価したこと。 

（３）候補団体の経営状況が良好であり、継続的な管理運営が期待できること。 

 

  



３ 評価基準・評価結果 

指定管理者候補団体（さがみはら市営住宅窓口センター）及び次点候補団体（共同企業体

ウイッツ）の評価基準に基づく評価結果は、次のとおりです。 

評価項目 配点 候補団体 次点候補団体 

事業計画書に対する評価  

内
訳 

指定管理者の適正 ２０ １５ １３ 
管理運営方針 ６０ ４８ ４５ 
地域活性化 ２０ １６ １３ 
事業計画（自主事業を除く） １００ ９５ ７５ 
自主事業 ６０ ５１ ４８ 
利用者ニーズ ６０ ５１ ４５ 
維持管理計画 １００ ８０ ９５ 
人員配置 ６０ ４８ ３６ 
安全管理及び緊急時の対応 ６０ ５４ ３６ 
適正な管理・経理 ２０ １７ １４ 

小 計 ５６０ ４７５ ４２０ 
収支計画・経費的効果に対する評価  

内
訳 

収支計画の妥当性 ２０ １５ １４ 

指定管理料の削減 ２０ １２ １２ 

利益の還元 ２０ １６ １６ 

小 計 ６０ ４３ ４２ 

管理能力に対する評価（団体本体に対する評

価） 

 

内
訳 

団体の経営状況 ２０ １５ ９ 

団体の管理能力 ６０ ３３ ４５ 

労働環境の適正性 ２０ １３ ９ 

小 計 １００ ６１ ６３ 

   合 計 ７２０ ５７９ ５２５ 

  ※ 合計得点における最低基準点は３６０点としました。 

 

 


